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２．大学の将来構想 

①大学の将来構想 

千葉大学の基本的目標は、総合大学として多様な基

盤的学問領域を重視し、その深化と発展を図りながら、

学際的な文理融合型の新分野創成を視野に入れ、国際

的に先導性ある学術・研究領域を切り拓くとともに、

創造的な学術環境の中で、課題探求能力に優れた人材

を養成することである。 

そのため、特に大学院レベルの研究教育の重点的育

成を行うことにより、高度専門職業人の養成や各博士

課程が世界最高水準の研究教育拠点を形成し得ること

を機軸に据えた総合大学を目指している。この目標に

向かって、平成８年には理学・工学・園芸学の３研究

科を改組して自然科学研究科を発足させ、大学院にお

ける学際的な研究教育の充実を図ってきた。さらに、

平成１１年に将来計画検討委員会を設け、学部・大学

院の更なる改革を進めてきた。具体的には、各研究科

の強化を目指した再編・統合と学際的、重点的そして

萌芽的研究の支援であり、その成果として、平成１３

年度から医学研究院と薬学研究院並びに医学薬学府が

設置され、医薬系については研究組織と教育組織の分

離による新しい大学院教育が開始された。さらに平成

１５年度より、医学と工学の連携による「フロンティ

アメディカル工学研究開発センター」と園芸学、医学、

薬学、教育学、工学、看護学の連携で、「環境健康都

市園芸フィールド科学教育研究センター」という２つ

の学際的なセンターがスタートした。 

２１世紀ＣＯＥプログラムは、大学院博士課程にお

ける更なる学術研究の高度化と有為の人材の育成によ

る社会貢献を目指し、先進的・学際的拠点を形成する

ものである。 

本学においては、平成１５年度に医学系で２件、数

学・物理学・地球科学分野で１件、平成１６年度に革

新的な学術分野で１件、計４件が採択された。 

 

これらについて、国際的に確固たる拠点として発展

させ、千葉大学の特徴とし、この拠点化の遂行を通じ

て、より優れた研究教育の実績をあげる教員を多数輩

出し、国内外からの優秀な大学院生の集中が実現し、

自己増殖的に研究教育の活力を増していくことが千葉

大学の望むべき将来像である。 

  

②学長を中心としたマネジメント体制 

千葉大学は、学長主導により平成１３年度より研究

教育基盤校費の１０％を研究教育高度化のための重点

経費とし、大型外部資金に付随する間接経費と学長裁

量経費も活用して、各種学術奨励金制度を設けた。こ

れにより、萌芽的研究助成、独創的研究助成、大型な

総合研究プロジェクトに助成を行っている。その結果

が，フロンティアメディカル工学研究開発センター，

環境健康都市園芸フィールド科学教育研究センターの

設立に繋がり，研究基盤を整備した。 

また、施設・スペースの整備に関しては、本学の建

物すべての利用状況を、情報システムを使って一括把

握して、建物施設の効率的かつ必要に応じた弾力的活

用を進めた。新たな施設整備に関しては、全学のマス

タープランを策定して、施設の充実を進めた。 

平成１２年度以降に新営された理学系、工学系、大

学院自然科学系、大学院社会文化科学系、医薬系の建

物はすべて総合研究棟とし、学長管轄の下におく全学

共有スペースを確保して、 ＣＯＥプログラムなどの

重点的研究教育プログラムの推進に随時、速やかに対

応できるようにしている。部局単位でも時限プロジェ

クト対応の共有スペースを確保している。このように

新たな重点プロジェクト、新たな拠点形成を施設面で

支援する体制は整っている。 

さらに、将来構想に鑑みた世界最高水準の研究教育

体制を構築し、世界に通用する研究成果の発信と人材

の育成を目指して、学長を中心にした「拠点形成支援

会議」を組織している。 

 

３．達成状況及び今後の展望    

①達成状況 

 千葉大学は、世界を先導する教育・研究領域の拠点

形成をめざし、大学全体の活性化・高度化を進め、優

れた人材育成と新たな学術領域の創成・開拓を進めて

きた。 

高度人材育成拠点として２１世紀ＣＯＥプログラ

ムの採択を、千葉大学の革新的かつ飛躍的発展の好機

と捉え、各拠点を世界最高レベルの確固たる拠点とし
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て確立するために、学長のリーダーシップと集中化の

理念をより鮮明に打ち出し、これらへの重点支援を大

学の最優先施策として中期目標に掲げた。 

このことから、機動的意志決定・指令機関として学

長をリーダーとする「拠点形成支援会議」を発足させ、

拠点形成に必要な課題を迅速かつ十二分に検討し、世

界最高レベルの研究教育拠点形成に必要な以下の重点

支援を行った。 

 

【組織的強化】 

拠点の基幹部局を大学院部局化して持続性を保証

するため、平成１３年度には医学薬学府を創設（医薬 

系）し、平成１８年度には、社会文化科学研究科を人

文社会科学研究科に改組し、平成１９年度には理学・

工学および園芸学部からなる自然科学研究科を４研究

科〔理学研究科、工学研究科、園芸学研究科、融合科

学研究科〕に改組し組織的強化を図った。 

 

【財政的・人的・物理的支援】 

学長裁量経費を活用し、１）拠点への教職員ポスト

の優先的配分、２）教育・研究スペースの優遇、３）

シンポジウム開催等の国際活動への支援、４）外部評

価実施への支援、５）若手研究者・院生等への調査・

研究活動支援費の増額など重点的な支援を実施した。 

 

 また、これら拠点の強化と長期的発展に必要なシス

テム・組織の新規構築をめざし、拠点形成に係わる分

野における以下の大学院等の先鋭的改革を行った。 

 

１）「持続可能な福祉社会に向けた公共研究拠点」 

 社会文化学研究科を人文社会科学研究科に改組し、

その中軸的専攻として「公共研究専攻」を新設した。

更に本拠点の持続的発展を期すために人文社会科学研

究科に「公共研究センター」を設立 等。 

 

２）「消化器扁平上皮癌の最先端多戦略治療拠点」 

 永続的拠点形成として、医学研究院内に6研究領域か

らなる１講座を有する新部門「先端腫瘍治療医学」を

設置した。また、新設講座に対応させた、「臨床腫瘍

部」と「未来開拓センター」を病院内に設立 等。 

３）「日本文化型看護学の創出・国際発信拠点」 

看護学研究科の充実を図るために博士後期課程の

定員増と学際性・国際性を育成する教育内容を付加し

た。また、文化を反映した看護学であるところの「文

化看護学」という新たな学術分野を創出するために、

看護学専攻に「看護病態学」と「看護管理学」の２領

域を新設 等。 

 

４）「超高性能有機ソフトデバイスフロンティア」 

 本拠点を持続的に発展させるために、「融合科学研

究科（ナノサイエンス専攻、情報科学専攻）」を発足

させ、「ナノ物性コース」を設置した。また、物理学

の基礎教育を行う「ナノサイエンス学科」を新設、更

には、実質的連携研究を推進する「分子エレクトロニ

クス高等研究センター」を発足 等。 

 

 なお、これらの成果として、平成２０年度には「グ

ローバルＣＯＥプログラム」２分野２拠点が採択され、

世界最高水準の研究基盤の下で世界をリードする創造

的な人材育成を進めている。 

②今後の展望 

千葉大学では、形成された拠点の持続的発展を期す

るために、先に述べた、人文社会科学研究科に設置し

た「公共研究専攻」及び「公共研究センター」、医学

研究院に設置した「先端腫瘍治療医学部門」、看護学

研究科看護学専攻に設置した｢看護病態学と看護管理

学の２領域｣、融合科学研究科の「分子エレクトロニク

ス高等研究センター」等を通じて、今後も世界的な研

究教育拠点における、教育研究活動を推進していく。 

また、１）意欲のある学生・若手研究者への支援、

２）優れた学生・若手研究者の確保、３）常勤職員の

重点的配置、４）施設・研究スペース等の整備をはじ

めとする教育研究活動支援の諸方策は、千葉大学にお

いて既に自主的・恒常的に実施しているものであるこ

とから、プログラム終了後も、本拠点が世界最高水準

の教育研究拠点として継続的・発展的な活動を展開す

ることに問題はない。 

これによって、独自の優れた研究教育実績をあげる

教員が一層増加し、かつ国内外からの優秀な大学院生

や若手研究者の集中化が実現され、さらに新たな拠点

が自己増殖的に形成され、大学の活力が増幅されるこ

とを期待している。 

このように、これらの拠点については、今後も学長

のリーダーシップのもと、教育総合機構ならびに学術

推進機構の恒常的な指導・助言・支援体制により、全

学的に組織を挙げて支援を実施し、国際的に魅力ある

大学院教育・研究をより戦略的に推進するなど、継続

して世界最高水準の大学を目指すものである。         
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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１６年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 千葉大学 学長名 齋藤 康 拠点番号 Ｋ０６ 

１．申請分野 Ｋ〈革新的な学術分野〉 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

持続可能な福祉社会に向けた公共研究拠点 

(Center of public studies for Sustainable Welfare Society) 

   研究分野及びキーワード <研究分野：公共研究>( 法・政治 )( 経済・労働 )( 政策科学 )( 地域間比較研究 )( 福祉・環境 )

３．専攻等名 
人文社会科学研究科公共研究専攻・社会科学研究専攻（旧名称 社会文化科学研究科都市研

究専攻・日本研究専攻 平成18年4月1日改組） 

４．事業推進担当者           計２３名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担(事業実施期間中の拠点形

成計画における分担事項)  

(拠点リーダー) 

廣
Hiro

井
i

良
Yoshi

典
nori

 

 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 

 

社会保障・公共政策／学術修士 

 

拠点リーダー・公共政策担当

小 林
Kobayashi

 正弥
Masaya

 

水 島
Mizushima

 治郎
J i r o

  

倉阪
Krasaka

 秀史
Hidefumi

 

 

嶋津
Shimazu

格
Itaru

  

雨
Ame

宮
miya

昭
Aki

彦
hiko

  

 

秋元
Akimoto

英一
Eii c h i

  

栗田
Kuri t a

禎子
Yoshiko

  

新藤
Shindo

 宗幸
Muneyuki

  

井
I n o

上
u e

孝
Takao

夫   

古内
Furuuchi

 博行
Hiroyuki

  

工藤
K u d o

 秀明
Hideaki

  

松田忠三
MatsudaChuzo

  

柿原
Kakihara

和夫
K a z u o

  

柳 澤
Yanagisawa

 悠
Haruka

  
 

三宅
Miyake

明正
Akimasa

  
 

小澤
O z a w a

 弘明
Hiroaki

  

関谷
Sekiya

 昇
Noboru

  

小川
O g a w a

 哲生
Tetsuo

  

 

大峰
O m i n e

 真理
M a r i

  

 

安孫子
A b i k o

 誠男
Shigeo

 

石戸
Ishido

 光
Hikari

  

大石
O i s h i

 亜希子
A k i k o

 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 
 
大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 
 
大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 

 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 

大学院社会文化科学研究科日本研究専攻・教授 

 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 
 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 

大学院社会文化科学研究科都市研究専攻・教授 
 
大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 
 

大学院人文社会科学研究科社会科学研究専攻・教授

大学院人文社会科学研究科社会科学研究専攻・教授
 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 
 
大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 
     

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・准教授

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・准教授

 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・准教授

 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・教授 
 

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・准教授

大学院人文社会科学研究科公共研究専攻・准教授

政治哲学・比較政治／法学士 
 
政治学／法学博士 
 
環境経済学・環境政策／経済学

学士 

法哲学/法学博士 

ドイツ経済史／経済学博士 

 

アメリカ経済史／経済学博士 

歴史学／学術博士  
行政学／法学修士 

社会学／社会学博士 
 
ﾄﾞｲﾂ経済史･EU経済/経済学修士 

環境経済学／経済学博士 
 

公共経済論／経済学修士 
 

マクロ経済分析／経済学博士 
   
アジア経済論／経済学博士 
 

日本近現代史／社会学修士 
    

ヨーロッパ史／国際学修士 

政治思想史／法学博士 

公共政策論・比較社会政策／Ph.

D（社会政策） 
 
フランス近世史／文学博士 

 

比較経済制度論／経済学修士 
 

国際経済論／Ph.D 

社会保障論・労働経済学／経済

学修士 

公共哲学サブリーダー 
 
公共哲学 
 
公共政策サブリーダー 

 

公共哲学（H19.3.31辞退） 

国際事情サブリーダー 

（H18.3.31辞退） 

国際公共比較（H20.3.31辞退）

国際公共比較（H19.3.31辞退）

公共政策 

国際公共比較（H18.3.31辞退）

国際公共比較 

公共政策 
 

公共政策（H18.9.12交替） 
 

公共政策（H18.9.12交替） 
 

国際公共比較サブリーダー 
 

国際公共比較（H17.4.１追加、

H19.3.31辞退） 

国際公共比較(H17.4.1追加) 
 
公共哲学（H17.4.1追加） 

国際関係担当サブリーダー・公

共政策担当（H17.10.12追加）
 

国際公共比較（H17.4.1追加、

H17.10.19辞退、H18.4.1追加）

国際公共比較（H18.9.12交替）

公共政策（H18. 9.12交替） 

公共政策(H19.4.1追加) 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １６ １７ １８ １９ ２０ 合  計 

交付金額(千円) ３７,０００ ３７,０００ ３５，０４０
３４，０００

(３，４００)

３５，０００ 

(３，５００) 
１７８，０４０ 
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６．拠点形成の目的 

現在の経済社会は、人口減少、少子高齢、地

球温暖化など、大きな構造変化に直面している。

しかし、その一方で、税制、社会保障制度など

の社会の根幹となるシステムは、従来のままで

あり、年金・医療・環境など様々な観点でひず

みがもたらされている。これに対しては、経済

成長を前提とする社会制度を、成長を前提とし

ない持続可能なシステムに、切り替えていくた

めの具体的な作業を緊急に必要としている。 

本拠点では、このような社会的要請に応える

べく、「持続可能な福祉社会sustainable 

welfare society」の実現を研究の縦軸に据え

た教育研究拠点を目指してきた。「持続可能な

福祉社会」とは、個人の生活保障がしっかりと

なされつつ、それが長期にわたって存続してい

ける社会の姿を指す。これまで、「福祉」（富

の分配を巡る問題）と「環境」（富の総量を巡

る問題）はそれぞれ別の文脈において捉えられ

議論されていた。本拠点では、21世紀半ば以降

に「定常型社会」を地球規模で実現し、またそ

こでの分配の公正が併せて達成するという人

類最大の課題にとりくむために、「福祉」と「環

境」の両方を視野に収めて教育研究を進めてき

た。いわば21世紀後半をにらんだ「グローバル

定常型社会/グローバル福祉社会」を構想する

点において、革新的である。 

また、税制、社会保障制度といった経済社会

の根幹となる制度を変えていくという課題に

応えるためには、「政府」「公共」は何のため

にあるのかというレベルから問い直すことが

必要である。例えば「持続可能性を確保すると

いう公共の役割」は「市民の契約によって成り

立つ政府」という考え方から導き出すことがで

きるか、「持続可能性」を確保するために「自

由」はどこまで制約できるのか、個人や地球規

模の「福祉」の増進と環境の「持続可能性」と

がそもそも両立するか、という問いがある。 

このために、本拠点では、哲学的・思想的研

究者と経験的・実在的研究者との協働を進め、

「公共哲学」と「公共政策論」を融合する実践

的な学問として、「公共研究」を推し進めてき

た。公共研究とは、あるべき公共の姿を示す規

範的哲学的研究、オルタナティブな社会モデル

を歴史的・国際的に探究する経験的歴史的研究、

課題の解決のために具体的に何を行うべきか

を提言する政策研究からなるものである。本拠

点は、共通テーマの設定のもとに、規範研究、

実証研究、政策研究といった、従来は相互に接

点の少なかった各分野の研究者たちが、密接に

交流を進めながら研究を行うという特徴を有

している。 

成長を基調とする資源集約型の経済社会は、

新大陸の豊富な資源に支えられたアメリカ的

社会モデルと言える。本拠点では、オルタナテ

ィブな社会モデルを探究するために、アジア、

ヨーロッパ、イスラムといった地域に関する研

究を行うチームを擁し、国際比較研究を進めた。

特に、人口増加の著しいアジア諸国においては、

これまでの資源集約型で環境負荷の大きい経

済発展に代わる新しい経済発展のあり方が求

められるようになる。本拠点では、こうしたア

ジア諸国との関係を重視して、アジア諸国の言

語で研究成果を発信するとともに、アジアから

の多くの研究者・大学院生を受け入れ、アジア

諸国への情報発信とその人材育成を積極的に

行った。 

さらに、本拠点では、市民社会との直接のイ

ンターフェイスを確保する教育研究拠点を目

指してきた。公共を中央政府が形成するという

従来型のガバナンスは、地方分権・市民参加の

波に洗われて、近年大きく崩れている。「持続

可能な福祉社会」において「公共」が確保すべ

き「福祉」あるいは「公共善」の内容は、福祉・

環境・平和などの公共的活動を行う公共的市

民・NPOのニーズに立脚して定義づけられなけ

ればならない。しかし、市民・NPOは思想・哲

学的バックボーンが弱く、政策形成能力にも限

界がある。このため、本拠点では、市民参加の

ファシリテーターとしての研究者を養成し、市

民のニーズ、地方のニーズを直接くみ上げるこ

とができる学問を推進した。 

以上のようにして、本拠点は、「福祉政策と

環境政策の融合」、「哲学的・思想的研究者と

経験的・実証的研究者との協働」、「市民社会

との直接的な対話・交流」という革新的な機軸

をもって、「持続可能な福祉社会」の実現のた

めの教育研究拠点を形成してきた。 
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７．研究実施計画 

 本研究拠点では、「持続可能な福祉社会」の

実現をキーワードとしつつ、思想・哲学研究、

実証・歴史研究、政策研究に携わる専門家が協

働することによってシナジーを生み出してい

くことが企てられた。 

 このため、次の６つの研究方法が実施された。 

 第一に、対話研究会の開催（平成16年度：6

回、毎年：10回）である。６つの研究方法の中

でも、この対話研究会が、この研究拠点の基本

的な方法となる。これは、共通のテーマに沿っ

て、学内外の思想・哲学研究者、実務・政策研

究者、国際事情・歴史研究者がそれぞれの活動

成果を報告し、互いに批判的な検討を行なうも

のである。対話研究会は、原則毎月開催し、そ

の記録をとりまとめた。なお、この対話研究会

には、実務者（政策担当者・NPO）との対話も

含まれている。対話研究会は、拠点を運営する

研究者のみならず、関心のある院生や学生、関

連する他大学の研究者・院生・学生にも開かれ

た形で開催されてきた。国や自治体の政策担当

者や地域のNPOなど、実際に「公共」を担って

いる人々も多く参加している。この対話研究会

は、公共哲学、公共政策、国際比較といったセ

グメントの担当者が順番に運営を担当し、継続

して行われた。 

 第二に、メールマガジンの発刊（平成16年

度：創刊、毎月発行）である。広範な研究者・

実務者に還元し、さらなる議論を喚起するため

に、対話研究会の成果などをメールマガジンの

形式で発信した。過去の対話研究会に参加した

人や関連の深い研究者を対象として、毎月発行

した。メール原案作成は、各セグメントで持ち

回りの形がとられ、継続した運営がなされた。 

 第三に、国際的ワークショップ（毎年：1回）

の開催である。研究成果の海外への情報発信を

行うとともに、海外の研究者の成果を本拠点に

おける研究に反映するため、原則として年１回

のペースで国際シンポジウム、ワークショップ

および会議を開催した。最初と最後の年には、

規模の大きいシンポジウムを開催した。 

 第四に、季刊『公共研究』の発刊（平成16

年度：2回、毎年：4回）である。本拠点におけ

る研究の成果を、年４回発行される季刊『公共

研究』において、広く国内に研究成果を還元す

ることを行った。また、市民社会との直接のイ

ンターフェイスを確保するというこの教育研

究拠点の特徴を生かして、季刊『公共研究』に

は、市民活動を実際に行っているNPOなどから

も寄稿を募り、各地のNPOの理論的思想的バッ

クボーンを与える機関誌となった。このような

機関誌の発刊は、博士課程や修士課程の院生た

ちにも十分な発表機会を与えることにもつな

がり、教育的にも大きな効果をもった。（非営

利ベース） 

 第五に、『公共研究』叢書の刊行である。す

でに公共哲学叢書（東京大学出版会）の刊行を

行っているが、その事業を拡大し、国際会議や

ワークショップの成果や、季刊「公共研究」の

成果などをまとめたシリーズの本の刊行が予

定されている。 

 第六に、英文ジャーナルの創刊（平成16年度

創刊、毎年：1冊）である。対話研究会、季刊

『公共研究』、『公共研究叢書』における様々

な成果を、アジアをはじめとする諸外国に還元

するべく、年１冊のペースで、英文ジャーナル

を公刊した。（非営利ベース） 

 本拠点では、大学とNPOとの革新的な連携拠

点モデルの構築という視点を重視してきた。

「高齢化社会・環境情報センター」は、地域の

NPOの患者会等の市民団体が恒常的に大学のス

ペースを利用し、また相談活動などを行うとい

うユニークな試みであるが、この事業を大幅に

拡充し、NPO等との共催講義・ワークシップ等

を恒常的に実施するとともに、学生のNPOイン

ターンシップや大学からの若者仕事おこし事

業をスタートさせた。さらに、NPOや地域の市

民団体との対話・共同研究機会を確保し、社会

的ニーズを踏まえた政策研究・教育のメッカと

なった。これらを通じ、これまでにないまった

く新しい「NPOなど地域・市民に開かれた大学

と学問の姿」を提示したのである。 
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８．教育実施計画 

・教育研究拠点としての社会文化科学研究科の

改組 

 社会文化科学研究科（博士課程）では、日本

研究専攻と都市研究専攻の２専攻体制となっ

ているが、社会文化科学研究科を改組し、学際

的な「公共研究専攻」を設ける。新専攻には、

既存の公共哲学センターと高齢化社会・環境情

報センターの2センターを結合して拡充し、新

しく「公共研究センター」を設置する。 

・「革新的学問領域」に対応した「革新的教育」

の実践 

 新専攻と新センターは、総合校舎E号棟４階

に新しいスペースを設け、NPO等と研究拠点を

同じフロアにおくことにより、NPO・地域と連

携した「新しい政策研究教育モデル」を構築す

る。これまでの2センターでは、全国的に見て

他に例がない形で、大学とNPO、市民団体等と

の緊密に連携してきているが（現在医療・福

祉・環境等関係の6団体が恒常的にセンターを

利用し、大学との共同セミナーや調査・相談事

業などを実施）、これをさらに拡充し、NPOや

地域の市民団体と大学院生との共同研究事業

を実施する。これらを通じ、社会的なニーズを

ダイレクトに取り組む形での「政策研究教育」

のメッカとするとともに、「地域に開かれた新

しいタイプの大学院教育」の形を実現させる。

博士課程修了者は、研究者としての進路のほか、

今後強く求められる「大学と実務をつなぐ」資

質を兼ね備えた人材として、国際公務員を含む

公的機関での活躍、NPO・NGO等での管理的職務

や上席研究者等などになりえる。 

・具体的な教育方法 

①期限付き研究者の雇用 

 本拠点の運営をスムーズに行うと共に、濃密

な研究機会を確保するために、ポスドクの中か

ら、期限付きの研究助手を4名以上任用する。 

②アジアをはじめとする諸外国からの研究

員・院生の受け入れ 

 未だ成長を基調とする経済社会の只中にあ

るアジアなどの諸外国の若手研究者を育成し、

オルタナティブな経済発展モデルを普及させ

る。 

③有望な学生の学部時代からの教育 

 有望な学部学生を対話研究会に参加させる

など、学部学生時代から育成し、内部における

研究者を養成する。 

④毎月の対話研究会への参加、国際会議・国際

ワークショップでの発表 

 関係者は、必ず、毎月に対話研究会に参加す

ることを義務づける。また、国際会議や国際ワ

ークショップに若手の研究者を参加させるこ

とを通じて、研究者の育成を図る。 

⑤季刊『公共研究』や国際ジャーナルへの投稿

機会を確保する。 

⑥ 和文報告書、書籍などによって研究成果を

公表する。 

 毎月の対話研究会の記録を機関誌などで刊

行する。また、一定のレベルに達している研究

者に対しては、書籍などによる業績の公表機会

を確保するように努める。 

・他の教育拠点との違い 

 思想的・理論的基礎研究を行うとともに、現

場に接してその要請（福祉・環境・経済・平和

など）に応える研究者を養成する点で、他の大

学と一線を画する。特に、公共哲学関係では、

千葉大は極めて優れた研究者要請実績を築い

ているので、さらにこれを発展させた。 

 また、本拠点では地域で様々な問題に直面し

公共的活動に取り組んでいる市民（公共的市

民）に研究の場を提供することによって、いわ

ば研究―実践者となるための高度市民教育を

実施する点でも、他に類を見ない。つまり、NPO

などの活動によって学問に関心を持った市民

（このような人は少ない）が博士課程で深く学

び、卒業後に（研究者になる場合もあるが）再

びNPO活動に戻って、その活動の質的向上を担

っている。海外では博士号を持つNPO関係者や

実務家が少なくないので、それを日本でも実現

するものである。また、このような人がいると、

純粋研究者コースの院生にも刺激を与えるの

で、その研究の向上がもたされた。 

・公共研究という革新的な学術分野を確立し、

市民のニーズに応えるとともに、思想・哲学的

に揺らぎのない研究者を輩出した。 

・アメリカ的な資源浪費型の経済発展モデルに

対するオルタナティブなモデルを、これから発

展するアジアをはじめとする諸国に広げ、「社

会保障分野の国際協力」を進めた。 

・地域の実践者に研究の場を与え、研究―実践

者となるための高度市民教育を実施した。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体
の目的達成度 

本拠点では、①福祉と環境の統合を通じた

「持続可能な福祉社会」という社会モデルの構

想、②「公共研究」という公共哲学、国際公共

比較、公共政策の三者を統合した革新的学術分

野の確立、③市民社会との直接的な対話・交流

を通じた、新しい大学そして学問のあり方の創

造という３つを革新的な柱としてきた。 

こうした研究を展開するに当たり、6つのプ

ロジェクト〔「持続可能な福祉社会」構想プロ

ジェクト（廣井）、公共研究プロジェクト（小

林）、持続可能な経済システムプロジェクト（倉

阪）、アジア福祉ネットワークプロジェクト（小

川）、アジア・中東における伝統・環境・公共

性プロジェクト（柳沢）、労働―福祉ネクサス

研究プロジェクト（安孫子・水島）〕を設定し、

それぞれの相互連関に十分な関心をむけなが

ら研究を展開してきた。これまでに、国際シン

ポジウム，国際ワークシップ、国際セミナーを

28回開催したほか、国内シンポジウムとセミナ

ーを15回開催した。毎回革新的なテーマをとり

あげた対話研究会は、78回の開催に至っている。

その議論の内容は、機関誌『公共研究』（年4

回）や国際ジャーナル（年1回）に速やかに掲

載され、広く公にされている。また、本拠点の

成果については、『持続可能な福祉社会へ：公

共性の視座から（仮）』という4巻のシリーズ

としてまとめられ、勁草書房より2009年秋より

公刊される予定である。 

本拠点がスタートした2004年当時と現在と

では、世界の状況は、現実の動きにおいても、

また理念の方向付けにおいても大きく変わっ

た。とりわけ昨年秋以降の金融危機などに示さ

れるように、純粋な市場経済あるいは資本主義

というものは根底的なレベルでの危機あるい

は転換的を迎えつつある。まさに、本拠点の研

究は、そうした危機とその《先》を先取りし、

展望する性格を持っていたと言い得る。 

人材育成にも積極的に努め、これまでCOEフ

ェロー８名、RA4名、学振特別研究員1名、技術

補佐員1名を採用した。本拠点が終了するにあ

たり、これらの若手研究員たちは、1名が公立

大学の准教授、1名が私立大学の准教授となり、

1名が公立大学の助教、1名が千葉大学の特任教

員、1名が千葉大学の他部局の特別研究員とし

て就職した。 

 以上のことから、本拠点における「持続可能

な福祉社会」の構想という課題は、研究だけで

なく、教育や社会的貢献を含む活動実績におい

て目的は概ね達成した。 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

既に中間評価において若手研究者の主体的

関与が評価されているように、人材育成につい

ては大きな成果を挙げている。平成18年4月に

は、「社会文化科学研究科」を「人文社会科学

研究科」に改組し、「公共研究専攻」（博士課

程前期および博士課程後期）を新たに設置した。 

 公共研究専攻においては、哲学的・思想的研

究と経験的・実証的研究者との協働を進め、「公

共哲学」と「公共政策論」を融合する実践的な

学問として、「公共研究」を推し進めるという

ことが企てられている。前期課程は、社会科学

系の「公共思想制度研究」教育研究分野と、人

文科学系の「共生文化基盤研究」教育研究分野

から構成され、博士後期課程では、「公共哲学」、

「公共政策」、「国際公共比較」、「共生文化」

及び「公共教育」の５つの教育研究分野から構

成されている。このようにして、学際的に教育

研究活動を行っていく体制が確立された。 

 平成18年度には、博士前期課程29名（研究科

全体で89名）、博士後期課程15名（研究科全体

で21名）が入学しており、多くの志願者を受け

入れている。「公共学」の学位も授与されてお

り、本拠点の研究プロジェクトが終了した後に

も、恒常的に人材育成を行う体制が整えられた。 

 本拠点の設置した「公共研究センター」に

は、これまでCOEフェローが8名、ＲＡが4名、

日本学術振興会特別研究員が1名、技術補佐員

が１名在籍し、研究活動を精力的に展開してき

た。これらの若手研究者のうち、5名が博士号

を取得した。その他の若手研究員も博士論文執

筆の最終段階にある。 

また、2008年より大学院人文社会科学研究科

では、その附置センターとして「地球福祉研究

センター」を設置して、世界の貧困問題や環境

政治思想などのグローバルな問題の研究を推
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進し、国際的教育研究態勢を強化した。2008年

度より蔡孟翰を新たに特任准教授として迎え

た。また、特別研究員となった中野剛充は、『テ

イラーのコミュニタリアニズム――自己・共同

体・近代』（勁草書房、2007年）を公刊した。 

中国・アジアからの留学生・研究者を積極的

に受け入れている。たとえば博士課程に在籍し

ていた陳金霞は平成18年3月「中国における医

療システム改革――日本の経験からの示唆」に

より博士号を授与された。また、18年2月から6

月までの間、国際交流基金フェローシップとし

て来日した宋金文氏（北京外国語大学副教授）

を特別研究員として受け入れた。なお以上の両

氏はCOEでの研究成果をまとめた単行本『中国

の社会保障改革と日本』（平成19年3月、ミネ

ルヴァ書房）にいずれも論文を寄稿している。 

その他にも、市民における政策形成能力の向

上を図るために、毎年「法案作成講座」を開講

し、2005年度「容器包装リサイクル法の改正案」、

2006年度「環境影響評価法改正案」、2007年度

「化学物質政策基本法案」、2008年度「再生可

能エネルギー導入法案」を市民参加によりそれ

ぞれ作成した。 

3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的
知見等 

本拠点の到達点には、次の３点が挙げられる。 

第１に、「持続可能な福祉社会」の方向性が

明確になった。持続可能な経済規模の実現と公

正な所得分配の確保については市場を通じた

価格調整のみでは達成が困難であり、環境と福

祉の観点からの要請が活かされるように市場

のルールを再構築する必要があること（経済）、

環境・福祉への配慮が行われるようにコミュニ

ティを再生する必要があること(文化)、公共的

市民が政策決定に参加するような形でガバナ

ンスを発展させることが必要であること（政

治）、という３つの認識が共通のものとなった。 

第２に、公共学という「革新的学術領域」が

創成された。本拠点の趣旨を踏まえて、社会文

化科学研究科を2006年４月１日から人文社会

科学研究科に改組し、「公共研究専攻」を新設

した。また、和文機関誌『公共研究』、国際ジ

ャーナルが創刊され、公共学を広く世界に知ら

しめた。『公共研究』は、本学図書館のWebを

通じてネット上でも公開され、アクセス数も千

葉大学内で最多の文献となっている。内容的に

も、公共研究の分析枠組みを開発した。 

第３に、本拠点を中心として、研究者・NPO・

公共的市民の公共的ネットワークが構築され

た。公共的市民と対話しつつ法案作りを行う

「法案作成講座」を通じて４本の法案が作成さ

れるとともに、対話研究会の開催などを通じて

地域のNPO・公共的市民との密接な連携も進め

られた。また、日本における公共研究拠点とし

て、国際的にも認知されている。 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

本拠点においては、毎月一回全体会を開催し、

本拠点の行う教育研究事業の進捗状況につい

て意見を交わした。これによって、それぞれの

研究プロジェクトのテーマや活動が共有され、

有機的な連携を築き上げることができた。特に、

重要な案件については、リーダー・サブリーダ

ーが集まるコア会議が開かれた。 

また、本拠点では、対話研究会とは異なり、

内部向けの「公共研究センター共同研究会」を、

16回開催（2005年～2007年）し、各人の研究テ

ーマについて意見交換を行った。 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 これまで本拠点（ReCPA）とThe European 

Foundation on Social Quality（EFSQ）、The 

Institute of Social Studies (ISS)とThe 

International Institute of Asian 

Studies(IIAS)の４者の協力をもって「アジア

福祉ネットワーク」を構築してきた。研究パー

トナーには、英国ロンドン大学キングス・カレ

ッジ社会学・公共政策大学院、モスクワ国立大

学、ソウル国立大学、国立台湾大学、オースト

ラリア国立大学、国立シンガポール大学、デリ

ー大学経済成長研究所、バングラデッシュ発展

研究所、香港城市大学、中国国務院･発展研究

センター、プミトラ・マラヤ大学、インドネシ

ア・トリスキ大学医学部などが挙げられる。さ

らに、2007年にモスクワ国立大学との大学間研

究協定が結ばれた。 

 また、公共研究においても、ケンブリッジ大

学政治思想史センター（英）をはじめとして、

北京大学政府管理学院（中）、ニューサウスウ

ェールズ大学政治学国際関係学科（豪）、ロン

ドン大学クィーンズ・メアリー・コレッジ（英）、
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キール大学政治学・国際関係・環境学科（英）、

クィーンズ大学ベルファストなどの世界的に

も一流大学との教育研究連携を築き、本学の国

際化の流れを加速させた。ケンブリッジ大学の

ジョン・ダン、レイモンド・ゴイスを始めとす

る９名が本学の客員教授に就任している。 

 6)国内外に向けた情報発信 

本拠点においては、機関誌『公共研究』を年

4回、国際ジャーナルを年1回刊行し、国内外の

著名な大学や研究機関に直接送付してきた。ま

た、「公共研究センター」のホームページを立

ち上げ、研究会の情報を広く一般に公開し、そ

の参加を募ってきた。また、多言語ホームペー

ジを開設し、英語だけでなく、中国語、韓国語

でも情報を発信してきた。その他にも、メール

マガジンやニュース・レターを刊行して、本拠

点の活動を広く発信してきた。 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形
成のため効果的に使用されたか） 

本拠点においては、各年度においてテーマを

絞り、集約的に研究を行ってきた。そのため、

様々なテーマでの国際シンポジウムが行うこ

とができた。また、ポスドクや院生の若手研究

者の雇用に予算の多くを用いて、人材育成を重

点的に行った。 

②今後の展望 

本拠点の研究においては、国内的な福祉社会

の達成に議論の焦点があてられていた。今後は、

これをグローバルに展開し、「公共研究」を「地

球的公共研究」へと発展させていきたい。第１

に、福祉・環境という課題とともに、安定性（平

和・安全）や精神性を課題として加えて、理論

的・実践的議論を展開する。また、これらを総

合する「公共的幸福」という理念についての議

論を発展させる。第２に、本拠点で開発された

「公共研究」の方法論的分析枠組を普遍的なも

のとして発展させ、グローバルな研究を推進す

る。これは、国際的な文化・思想・実物環境に

おける多様性を踏まえつつ、地球規模で持続可

能な文明のビジョンを提起することを大きな

目標とする。第３に、公共的な課題に取り組む

市民との協働についても、グローバルに展開し、

多様な海外の研究機関やＮＰＯ・ＮＧＯとの国

際的な連携を発展させ、地球的文明の生成に向

けての知的拠点を形成していく。 

 このような展開は、グローバルな時代に対応

して学問的・教育的改革を遂行することを意味

する。これによって、日本から新しい知を発信

し、新しい地球的文明について、その理念とそ

のための公共的提言（社会提言・政策提言）を

発信することが可能となる。 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内
外に与えた影響度） 

学内においては、新たに「公共研究専攻」が

設置された。幾つかの大学で「公共哲学」を大

学教育に取り入れる試みが始まっている中で、

これは最も本格的なものである。 

・国内では、本研究拠点から提案された「エネ

ルギー永続地帯」研究（再生可能エネルギーで

民生用エネルギー需要を賄いうる地域を見え

る化する研究）が、福田ビジョンに引用される

など、日本の政策に具体的な影響を及ぼした。 

・国際的な貢献も進んでいる。「アジアの社会

保障／アジア福祉ネットワーク」に関する知見

の一部は、中国において平成17年に創刊された

学術誌『社会保障』に拠点リーダーの広井が編

集委員として参加し、創刊1号・2号に論文を寄

稿した。この「アジアの社会保障」ないし社会

保障分野におけるアジアの国際協力というテ

ーマは非常に新しい研究領域であり、本拠点で

行っている研究活動とその成果発表は、国際的

に見ても最も先端的かつ比較優位をもつ内容

といいうるものである。また、国際シンポジウ

ム「ケンブリッジ・モメント」の成果について

も、海外において英語出版が予定されている。 

 また、拠点リーダーの廣井は平成21年3月よ

り政府の「教育再生懇談会」の委員となり、そ

の報告書に本拠点の研究成果の一つである「人

生前半の社会保障」の充実強化という政策提案

の趣旨が反映された。 

・ＮＰＯ/ＮＧＯとの連携も進んでいる。｢三番

瀬円卓会議ふりかえりワークショップ」（平成

16年度）、「環境シンポジウム千葉会議2005」

（平成17年度）などNPOとの共催イベントを多

数開催するとともに、前述のように法案作成講

座を開講した。また、「福祉環境交流センター」

は、医療・福祉・環境関連のＮＰＯ等8団体が

恒常的に利用し、利用団体は、対話研究会での

報告・参加、『公共研究』への寄稿などを通じ

て、当研究拠点に実質的な寄与を行った。 
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水島治郎「オランダ・紫連合政権からバルケネンデ政権へ」高橋進・安井宏樹編『政権交代と民主主

義』東京大学出版会、2008年。 

水島治郎「オランダにおけるキリスト教民主主義―その危機と変容」田口晃、土倉莞爾編『キリスト

教民主主義と西ヨーロッパ政治』木鐸社、2008年。 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

・2004年11月9日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、“Vision and Policy for the 

Sustainable Welfare Society: From the Viewpoint of International Comparison including Japan 

and Sweden”（「持続可能な福祉社会の構想――日本とスウェーデンを含む国際比較の視点から」）、

100名（10名）、Per Gunnar Edebalk（Lund University, Sweden）, Staffan Blomberg（Lund University, 

Sweden）, Thomas Lindhqvist（Lund University, Sweden）、他。 

・2004年12月28日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、「ＮＧＯを開発援助――環境、

貧困、公共性」、約120名（10名）、高橋昭雄（東京大学）、勝間靖（UNICEF駐日事務所）、秋元由紀

（バンク・インフォメーション・センター、Washington D.C.），他 

・2005年3月18日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、“Vision of Sustainable Welfare 

Society in China and Asia”(「中国・アジアにおける＜持続可能な福祉社会＞の構想」)、劉曉梅（東

北財形大学・中国）、張向達（東北財形大学・中国）、角田由佳（漢陽大学・韓国）、他。 

･2005年12月11-13日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、“Cambridge Moment: Virtue, 

History, Public Philosophy”（「ケンブリッジ・モメント：徳、歴史、公共哲学」）、約200名（30

名）、John Dunn（Cambridge University, U.K.）、J.G.A. Pocock（John Hopkins University, 

U.S.A.）,Istvan Hont (Cambridge University, U.K.)、他。 

・2006年3月16日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、“Diverse Paths toward the New 

Economy: Cases from Germany, Japan and the USA”(ニューエコノミーへの多様な道――ドイツ・日

本・アメリカ)、約100名（8名）、Werner Abelshauser,(University of Bielefeld, Germany), 伊藤

正直（東京大学）、秋元英一（千葉大学）、他 

・2006年3月27-28日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、“Human Welfare and Public 

Policy under Social Justice、Equity and Democratic Based Relationships: Asian Challenges for 

Establishing Sustainable Welfare Society”（「社会正義、公正、民主的な関係の下での人間の福

祉と公共政策：持続可能な福祉社会の構築に向けたアジアの挑戦」、150名（30名）、Alan 

Walker(University of Sheffield, U.K.）、Laurent van der Maesen(European Foundation Social 

Quality, the Netherland),斐暁梅（清華大学・中国）,ほか。 

・2006年10月14日、法経学部106教室、“International Symposium on Servicize: How to Realize Economy 

to Sell More Service with Less Waste?”, 約100名（8名）, Oksana Mont(Lund University), Andrius 

Plepys(Lund University),田崎智宏（国立環境研究所）、他。 

・2006年12月15-16日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、“‘Tradition’, Environment 

and Publicness in Asia and the Middle East”（「アジア・中東における「伝統」・環境・公共性」）、

約200名（20名）、Mohamed Abdel Aal（University of Cairo, Egypt),Faleh A. Jabar（Iraq Institute 

for Strategic Studies, Iraq)、Amita Baviskar（University of Delhi, India）他。 

・2007年4月29日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、「グローバル・ガヴァナンスと

地球的福祉――グローバル・タックス、累積債務、グローバル社会運動」、100名（10名）、Heikki 

Patomäki(University of Helsinki, Finland), Katarina Patomäki(Network Institute for Global 
Democratization). 

・2007年12月15-16日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、“the New Economy of the 

United States: Possibilities and Anxieties”（「アメリカのニュー・エコノミー：可能性と問題

点」）、200名（10名）、Hugh Rockoff(Rutgers University, U.S.A.),Gavin Wright(Stanford University, 

U.S.A.), K.J.Joseph（Centre for Development Studies, India）他。 

・2008年6月15日-17日、けやき会館大ホール（15日）、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議

室（16,17日）、“Our Challenging Agenda 2008: Confronting the Global Ecological Crisis: Linking 

Environmental Thoughts to Public Philosophy”(「地球的環境危機に対する国際的提言――環境思

想とその公共哲学」)、250名（20名）、Robyn Eckersley(University of Melbourne, Australia)、John 

Barry(Queens University of Belfast, U.K.),鬼頭秀一（東京大学）他。 

・2009年3月20-21日、社会文化系総合研究棟2階マルチメディア会議室、“Public Philosophies in the 

Global Age: Dialogue with Professor Michael Sandel”(「グローバルな時代における公共哲学：マ

イケル・サンデル教授を迎えて」)、100名（10名）、Michael Sandel（Harvard University, U.S.A.）, 

蕭高彦(中央研究員・台湾)、李強（北京大学･中国） 



 
様式３ 

 

千葉大学（K06）―4頁 

２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

・「社会文化科学研究科」の改組 

 本拠点においては、2006年より「社会文化科学研究科」を「人文社会科学研究科」に改組し、その

機軸となる「公共研究専攻」を新たに設置した。これによって公共学の学位を授与できるようになり、

世界的にも特色のある公共研究についての恒常的な教育研究体制を確立した（左の図が博士課程前期、

右の図が博士課程後期）。平成18年度の入学者は、博士課程前期が89名、博士課程後期が21名となっ

ている。また、平成20年度における学位授与者は、博士課程前期56名、博士課程後期5名となっている。

以上にようにして、安定的な運営体制を確立することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

・若手研究者の育成 

本拠点においては、これまでCOEフェロー８名、RA4名、学振特別研究員1名、技術補佐員1名を擁し、その

人材育成を積極的に行ってきた。その選抜においては、博士論文の執筆最終段階にあることを基準として書

類審査を行うと共に、リーダー及びサブリーダーが直接面接を行い選別した。その内の5名が博士号を取得

し、残りの4名についても博士論文執筆の最終段階にある。本拠点が終了にあたって、これらのポスドクの若手

研究員たちは、1名が公立大学の准教授、1名が私立大学の准教授となり、1名が公立大学の助教、1名が千

葉大学の特任教員、1名が千葉大学の他部局の特別研究員として就職しており、人材育成としても大きな成

果を挙げた。 

 

・ 公共的市民の育成 

 本拠点においては、対話研究会を開催して広く市民の参加を促してきた。それ以外にも、市民立法

講座・法案作成講座を開催し、市民による政策立案能力の向上を促した。 

2005年度「容器包装リサイクル法の改正案を作成する」（10/7,14,21,28）於東京サテライトオフィス

2006年度「環境影響評価法一部改正案を作成する」（10/6,13,20,27）於東京サテライトオフィス 

2007年度「化学物質政策基本法案の作成」（11/2,9,16）於東京サテライトオフィス 

2008年度「再生可能エネルギー導入促進法を作る」（11/7,14,21,28）於東京サテライトオフィス 

 

・ 地域に開かれた大学づくり 

本拠点では、ドイツで行われているKinder Uniを参考して、2008年8月1日に「子ども大学 in 千葉

大学」を開催した。大学の近隣に住む小学生100名が、大学教授の講義を聴講し、学内でフィールドワ

ークを行うなど、全国的にも例のない試みをなした。 
 



 

 

機関名：千葉大学 拠点番号：K06 

 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 

設定された目的は概ね達成された 

 

（コメント） 

拠点形成計画全体については、大学全体と拠点リーダーの指導性により、人材育成面や

市民社会との連携面では一定の成果をあげ、公共研究という拠点を新たに我が国に作ろう

とした意気込みは評価できる。しかしながら、課題自体が極めて重要でありかつ多面的で

困難であることもあり、世界的な拠点というレベルには達しておらず、現時点では、よう

やく研究の礎石がおかれ、内外のネットワークが形成されたという段階であり、今後、堅

実な拠点化のための営為を続ける必要がある。 

研究活動面については、中間評価でのコメントを受けて、方法論をより明確化し、重要

な概念間の関係を定式化する試みが行われ、「持続可能な福祉社会」という社会モデル、

公共哲学・国際公共比較・公共政策を統合した公共研究、市民社会との対話・交流、とい

った新しい接近法の3つの柱のうち、第一の社会モデルとしては、富の「総量」問題として

の環境、富の分配問題としての「福祉」、さらに富の生産問題としての「経済」として統

一的に捉える概念化を行い、レベル別に持続可能性について、定常型社会として構想して

いる。また、同様に持続可能な地域社会に関して、「エネルギー永続地帯」概念の提起と

その操作化・実証化にも努めている。公共研究の方法論への国際的な議論と土俵づくりに

も一定の前進を見ている。 

各部門が若手研究者の参加を促進しつつ、一定の成果をあげたが、なお拠点の基盤とし

て部分的で、国際競争の激化した現代における市場問題に関しても明確な解が示されてい

ない。 

補助事業終了後の持続的展開については、機関誌「公共研究」の今後や、「公共研究セ

ンター」の今後について、明確になっておらず、既存の「公共研究専攻」が中心になると

思われるが、拠点形成としての将来像が必ずしも明確ではない。特に大学本部を含め、今

後の拠点形成に関して、全体の位置付けを明確にする必要がある。 
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